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企業会計基準公開草案第 56 号「四半期財務諸表に関する会計基準（案）」 

企業会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」（最終改正平成 24 年 6 月 29 日）を次のように改正する（改正部分に下線を

付している。）。 

公開草案 現行 

企業会計基準第 12 号 

「四半期財務諸表に関する会計基準」 

 
平成 19 年 3 月 14 日

改正平成 20 年 12 月 26 日

改正平成 21 年 3 月 27 日

改正平成 21 年 6 月 26 日

改正平成 22 年 6 月 30 日

改正平成 23 年 3 月 25 日

改正平成 24 年 6 月 29 日

最終改正平成 XX 年 X 月 XX 日

企業会計基準委員会

 

企業会計基準第 12 号 

「四半期財務諸表に関する会計基準」 
 

平成 19 年 3 月 14 日 

改正平成 20 年 12 月 26 日 

改正平成 21 年 3 月 27 日 

改正平成 21 年 6 月 26 日 

改正平成 22 年 6 月 30 日 

改正平成 23 年 3 月 25 日 

最終改正平成 24 年 6 月 29 日 

企業会計基準委員会 

 
 

会計基準 

四半期連結財務諸表の作成基準 
会計処理 
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定 

10-4．企業結合に係る暫定的な会計処理の確定した四半期連結会計

期間においては、企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計

基準」（以下「企業結合会計基準」という。）（注 6）に準じて、

企業結合日の属する四半期連結会計期間に遡って当該確定が行

われたかのように会計処理を行う。 
    

会計基準 

四半期連結財務諸表の作成基準 
会計処理 

 

（新 設） 

平成 26 年 2 月 25 日
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公開草案 現行 

四半期個別財務諸表の作成基準 
会計処理 
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定 

21-4．企業結合に係る暫定的な会計処理の確定した四半期会計期間

においては、企業結合会計基準（注 6）に準じて、企業結合日

の属する四半期会計期間に遡って当該確定が行われたかのよう

に会計処理を行う。 
 

四半期個別財務諸表の作成基準 

会計処理 

（新 設） 

適用時期等 
（平成 XX 年改正会計基準） 

28-13. 平成 XX 年改正の本会計基準（以下「平成 XX 年改正会計基準」

という。）の適用時期は、平成 25 年に改正された企業会計基準

第 21 号「企業結合に関する会計基準」（以下「平成 25 年改正

企業結合会計基準」という。）と同様とする。 

 

適用時期等 
（新 設） 

結論の背景 
検討の経緯 
30-8. 平成 XX 年改正会計基準は、平成 25 年改正企業結合会計基準

により、暫定的な会計処理の確定に関する取扱いが改正されたこ

とを踏まえて、所要の改正を行ったものである。 
 

結論の背景 
検討の経緯 
（新 設） 

四半期財務諸表の作成基準 
会計処理 
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定 

47-4．平成 25 年改正企業結合会計基準において、暫定的な会計処理

の確定が企業結合年度の翌年度に行われた場合には、比較情報の

有用性を高める観点から、企業結合年度に遡って当該確定が行わ

れたかのように会計処理を行うこととしている。このため、四半

期財務諸表においても、年度の取扱いと同様に、暫定的な会計処

四半期個別務諸表の作成基準 
会計処理 
（新 設） 
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公開草案 現行 

理の確定した四半期会計期間においては、企業結合日の属する四

半期会計期間に遡って当該確定が行われたかのように会計処理

を行うことを明らかにした（第 10-4 項及び第 21-4 項参照）。 

 

  

  

以上 


